
一般社団法人 日本自動車工業会
一般社団法人 日本自動車部品工業会
一般社団法人 日本自動車車体工業会
一般社団法人 日本自動車タイヤ協会
一般社団法人 日本自動車販売協会連合会
い す ゞ 自 動 車 販 売 店 協 会
ト ヨ タ 自 動 車 販 売 店 協 会
日 産 自 動 車 販 売 協 会
Ｕ  Ｄ  ト ラ ッ ク ス 販 売 協 会
日 野 自 動 車 販 売 店 協 会
三 菱 自 動 車 販 売 協 会
三菱ふそうトラック・バス販売協会
全 国 ス バ ル 自 動 車 販 売 協 会
ダ イ ハ ツ 自 動 車 販 売 協 会
全 国 マ ツ ダ 販 売 店 協 会
ス ズ キ 自 動 車 販 売 店 協 会
ホ ン ダ 自 動 車 販 売 店 協 会
一般社団法人 全国軽自動車協会連合会
日 本 自 動 車 輸 入 組 合
一般社団法人 日本中古自動車販売協会連合会
一般社団法人 日本自動車整備振興会連合会
一般社団法人 日本自動車機械工具協会
公益社団法人 全日本トラック協会

公益社団法人 全 国 通 運 連 盟
公益社団法人 日 本 バ ス 協 会
一般社団法人 全国ハイヤー・タクシー連合会
一般社団法人 全国自家用自動車協会
一般社団法人 日本損害保険協会
石 油 連 盟
一般社団法人 全日本指定自動車教習所協会連合会
一般社団法人 全国自動車標板協議会
一般財団法人 自動車検査登録情報協会
一般社団法人 全国レンタカー協会
一般社団法人 日本自動車リース協会連合会
一般財団法人 日本モーターサイクルスポーツ協会
一般社団法人 自動車公正取引協議会
全国自動車検査登録印紙売捌人協議会
一般財団法人 関東陸運振興センター
一般社団法人 東京都トラック協会
一般社団法人 神奈川県トラック協会
一般社団法人 日本道路建設業協会
一般社団法人 日 本 ゴ ム 工 業 会
一般社団法人 日 本 塗 料 工 業 会
板 硝 子 協 会
日本自動車車体整備協同組合連合会
一般社団法人 日本交通科学学会

一般社団法人 日 本 陸 送 協 会
一般社団法人 日本二輪車普及安全協会
一般財団法人 日本自動車研究所
一般社団法人 日本自動車機械器具工業会
特 定 非 営 利 活 動 法 人 ITS Japan
公益社団法人 自 動 車 技 術 会
公益財団法人 自動車リサイクル促進センター
一般社団法人 日 本 ガ ス 協 会
一般社団法人 日本自動車運行管理協会
一般社団法人 日本自動車用品・部品アフターマーケット振興会
一般社団法人 自動車再資源化協力機構
一般社団法人 自動車用品小売業協会
一般社団法人 日本オートオークション協議会
日 本 中 古 車 輸 出 業 協 同 組 合
全国オートバイ協同組合連合会
日 中 投 資 促 進 機 構
一般財団法人 日本自動車査定協会
一般財団法人 全日本交通安全協会
公益財団法人 日本自動車教育振興財団
一般社団法人 日本鉄リサイクル工業会
全日本自動車部品卸商協同組合
一般社団法人 日本自動車購入協会
一般社団法人 青森県自動車団体連合会

一般社団法人 岩手県自動車会議所
一般社団法人 宮城県自動車会議所
一般財団法人 秋田県全自動車協会
山 形 県 自 動 車 団 体 連 合 会
一般財団法人 福島県自動車会議所
東 京 都 自 動 車 会 議 所
一般社団法人 神奈川県自動車会議所
一般社団法人 静岡県自動車会議所
一般社団法人 愛知県自動車会議所
一般社団法人 岐阜県自動車会議所
一般社団法人 三重県自動車会議所
一般社団法人 富山県自動車会議所
一般社団法人 石川県自動車会議所
一般社団法人 福井県自動車会議所
一般社団法人 大阪自動車会議所
一般社団法人 徳島県自動車会議所
一般社団法人 香川県自動車会議所
愛 媛 県 自 動 車 会 議 所
高 知 県 自 動 車 会 議 所
一般財団法人 大分県自動車会議所

（ほかに企業会員78、推薦会員６）

─ 12 ─

2019年10月15日(第920号) 自動車会議所ニュース

インドネシアの首都ジャカルタは渋滞が激しく、訪
問先には余裕を持って行かないと遅れることがある
が、ヤンゴンもそうした対応が必要になってきた。
　夕方、ヤンゴンの空港に到着。入国カードが必要
なくなり、簡単に入国できた。ミャンマー政府が
2018年10月から日本人の観光客に対してビザを免除
したことは知っていたが、入国カード不要は知らな
かった。空港から市内のホテルまで車で向かうと、
片側３車線もあるのに上下線とも車であふれていた。
最初に訪問した2012年はヤンゴン市内まで約25分で
行けたが、今回は交通渋滞で２倍の約50分もかかっ
た。３年半前は中古車が多かったが、同政府が2018
年から中古車の輸入を大幅に規制したため、新車が
増えたという。
　ミャンマーで車が急増しているのは、所得が増え、
富裕層だけではなく、中間層も自動車ローンを利用
して車が買えるようになったからだ。2018年の１人
当たりの国内総生産（GDP）は1,354ドルだが、ヤン
ゴンは3,000ドルを突破。3,000ドル超えると車が売れ
るというから、まさにそうした時代を迎えている。
　今回、日本とミャンマーが官民挙げて推し進めて

　このほど「アジア最後のフ
ロンティア」ミャンマーを３
年半ぶりに訪問した。最大都
市ヤンゴンは車が急増し、街
のあちこちで渋滞していた。

いる大規模工業団地「ティラワ経済特区」を視察し
た。開業から４年余りで契約済み企業は107社、そこ
での総雇用者数が１万人を突破したと聞いて驚いた。
発電所など電力設備や排水施設などインフラが完備
されている上に、会社登記や通関手続きなどを１カ
所でできる「ワンストップサービス」も充実。また
ヤンゴンから約25キロと近いことも人気の要因だ。
同経済特区では、スズキが2018年から本格的に自動
車生産を始めており、トヨタ自動車も2021年２月か
らピックアップトラックを生産する。
　ミャンマーへの進出日本企業は約400社でタイの約
10分の１。ミャンマーは賃金がタイの３分の１と安
く、中国やインド、タイ、バングラデシュなどに隣接、
それらの総人口は30億人弱にも達し、周りに巨大市
場があることは企業にとってメリットだ。石油など
の資源や農水産物にも恵まれ、魅力ある国である。
しかし、日本の大手新聞社やテレビ局でミャンマー
に支局を構えているのは数社にすぎず、同国のニュ
ースは少ない。だからこそ、せめて１年に１回は人
口約5,300万人の同国を訪問して、急速に変化してい
る様子を伝えていきたい。

◇――◆――◇――◆――◇――◆――◇――◆
※　山川氏の連載は今号で終了させていただくことと

なりました。次号からは、自動車をメインフィールドに、
音楽や宇宙航空など幅広い分野で活躍されているジ
ャーナリスト、井元康一郎氏に連載いただきます。
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ミャンマーの最新事情
時事総合研究所 客員研究員　山川 裕隆


